






















いくと推計されている1）。国立社会保障・人口問題研究所が 2012（平成 24）年 1月に公表した
将来人口推計によると，2012（平成 24）年の 1億 2,806万人から 2030（平成 42）年に 1億 1,662
万人，2048（平成 60）年には 9,913万人となり，2062（平成 72）年には 8,674万人になると推
計されている。また，同研究所が 2005（平成 17）年から 2035（平成 47）年までの 30年間を対
象として行った「日本の都道府県別将来推計人口（2007年 5月に推計）」によると，人口が減少
する都道府県は今後も増加を続け，2010（平成 22）年から 2015（平成 27）年にかけては 42道


























































































































いる。2010（平成 22）年から 2015（27）年までの計画期間中に，① 自立の促進と誇りの持て
る地域の創造，② 国土の安全と暮らしの安心の確保，③ 恵み豊かな自然の享受と継承，④ 活
力ある経済社会の構築，⑤ 世界に開かれた国土の形成という 5つの基本的課題を設定している。
また，基本的課題の達成に向けて，① 多自然居住地域の創造，② 大都市のリノベーション，




福祉計画を策定している市及び区が 640（79.0%），町村が 386（41.6%），その合計が 1026（59.0%）
という状況である。また，2012（平成 24）年度以降に策定予定の市及び区が 80（9.9%），町村
が 122（13.1%），その合計が 202（11.6%）となっている。一方，都道府県地域福祉支援計画は，




















都道府県名 回答市区町村 策定市区町村 都道府県名 回答市区町村 策定市区町村
北海道 179 73 滋賀県 19 13
青森県 40 14 京都府 26 19
岩手県 33 17 大阪府 43 43
宮城県 35 14 兵庫県 41 30
秋田県 25 12 奈良県 39 11
山形県 35 23 和歌山県 30 16
福島県 55 19 鳥取県 19 12
茨城県 44 35 島根県 19 16
栃木県 26 16 岡山県 27 10
群馬県 35 12 広島県 23 14
埼玉県 63 35 山口県 19 16
千葉県 54 27 徳島県 24 13
東京都 62 51 香川県 17 13
神奈川県 33 28 愛媛県 20 10
新潟県 30 15 高知県 34 24
富山県 15 11 福岡県 60 20
石川県 19 12 佐賀県 20 12
福井県 17 17 長崎県 21 14
山梨県 27 26 熊本県 45 45
長野県 77 32 大分県 18 17
岐阜県 42 41 宮崎県 26 17
静岡県 35 35 鹿児島県 43 12
愛知県 54 30 沖縄県 41 16
三重県 29 18 平均 1,738 1,026










































仙台市では 1997（平成 9）年 3月，「やさしさと健やかさに満ちた市民のまち・仙台」という



































る。この 2つのアンケートは，2006（平成 18）年 3月 14日から 3月 27日までの期間に実施し
ている。また，石巻市地域福祉計画策定委員は，福祉及び医療関係団体，ボランティア団体，社
会福祉関係学識者，市民公募委員とし，策定委員会を 5回開催したのである。さらには，市内の













開催，パブリックコメントの実施が挙げられる。アンケート調査は，2006（平成 18）年 7月 7
日から 7月 25日までの期間で行い，市民懇談会は，行政区を 3区分し実施した。また，地域福
祉セミナーが同年 10月 14日に開催された。このセミナーにより，地域福祉の推進のために住民






























項　目 宮城県 仙台市 石巻市 多賀城市
アンケート調査の有無 本文記載なし 有 有 有
講演会の有無 無 有 無 有
住民懇談会の有無 本文記載なし 有 有 有
パブリックコメントの有無 有 有 有 有
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